













　英国は 2009 年以来，“Digital Britain”を掲げて，デジタル社会の推進に積極的に取り組んでいる。












　英国は 2009 年以来，“Digital Britain”を掲げて，デジタル社会の推進に積極的に取り組んでいる。
2017 年 3 月に公表された英国のデジタル戦略“UK Digital Strategy”は世界をリードするデジタ
ル経済を創造し，経済を強化していく英国政府の計画の一部である。その重点施策として７項目ほ
ど掲げているが，その中で特徴的な重点施策の一つに，デジタルスキルとインクルージョン（“Digital 
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　英国における最近の情報倫理の課題について，オックスフォード大学の Oxford Internet 
Institute（OII）, Oxford Uehiro Center for Practical Ethics, Future of Human Institute （FHI）や
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 の Computer Laboratory, Centre for Study of Existential Risk（CSER）, 
Leverhulme Centre for the future of Intelligence（CFI）等の研究者と対談することにより情報社
会における倫理的課題項目を確認した。（表 1）




















　筆者は最近 2 ～ 3 年（2017―2019）の情報倫理の専門誌における話題を分析して，情報社会にお
けるこれからの大きな課題の一つは持続可能性（Sustainability）と結論づけた（1）。論文で







 1．自動運転（Autonomous cars） 
 2．リベンジポルノ（Revenge pornography）
 3．ネット依存（Internet addiction ,Online addiction）
 4．プライバシー（Privacy）
 5．著作権（Intellectual Property right）
 6．ネットいじめ（Online bullying）
 7．情報格差（Digital divide）
 8．忘れられる権利（The right to be forgotten）
 9．匿名（Anonymity）





15．意思決定支援システム （DSS: Decision-Support Systems）.




20．行動規範，規範（Code of conduct, Normative）
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3．情報社会における持続可能性の 3つの視点



































Research and Innovation）に関する議論が出現してきた。2010 年以降，「ヨーロッパで進行中の
RRI の制度化により，現在または将来の技術科学的発展における社会的側面の積極的な取り扱いが
可能になった」（3）と Christopher Coenen らは述べている。
　量子コンピュータの取り組みに先進的な存在の英国では，2014 年から “UK National Quantum 
Technology Programme” の一部として，NQIT（Networked Quantum Information Technologies）
のハブが設立されて，オックスフォード大学が主導で 9 大学，そして Google や IBM など 27 の企
業及び研究所等が提携して量子コンピュータの技術開発を行っている（4）。
　NQIT は，イオンキュービット（ion qubits）とフォトニックネットワーク（photonic 
networks）に基づいた量子情報処理技術（“quantum information processing technologies”）によ
り量子情報処理産業の中心地を構築することを目指している。そして NQIT における中心的な考









された「互いにつながった責任のネットワーク」（“a network of interconnected responsibilities”）（8）
と考えるべきであるということである。さらに RRI フレームワークは，科学と研究の活動，コミュ
ニケーション，商業化の経路，政策形成，資金調達の方向性，そして，「研究とイノベーションの
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な懸念は研究の質を強化することになる。RRI は「優れた科学的実践に責任を組み込むこと」














　NQIT における RRI の取り組みはエコシステムを目指した持続可能な情報社会に向けて責任あ
る技術と革新を行っていくための中心的な進め方となる。
図 1．グローバルな環境でのNQIT のエコシステム








ネット使用は依然として低い状況である。2018 年の統計では 75 歳以上は，43.6％と低い。特に 75
歳以上の女性は男性に比べて低いのが現状である。2018 年の年齢別，性別のインターネット使用
状況において，75 歳以上の男性の 51.3% に対して，女性は 37.6% とその差は他の年齢層と比較し
ても顕著である。
　ただし，75 歳以上の女性は 2011 年の 13.1％から 2018 年の 37.6％と大きく増加していることは
注目に値する。（図 2）
図 2．Recent internet use by age group and sex, 2018, UK
（出典：Internet access-households and individuals, Great Britain: 2018, Office for National Statistics より筆者作成）
　2018 年の Age UK レポートでは，英国におけるデジタル・エクスクルージョン（デジタル排除）
の 79％以上が 65 歳以上であると報告し，高齢者がインターネットを使用しない最も大きな要因と
して，低所得，高齢化，一人暮らし，移動性の問題，記憶力や集中力の問題等が挙げられている（14）。
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　2017 年の ONS（Office for National Statistics）によれば，インターネットを使用しない理由は，
「インターネットを必要としない（有益ではない，興味がない等）」が 2017 年度 64％と最も高く，年々
増えている傾向にある。











②情報やコンテンツの取り扱い（handling information and content）
③情報処理（transacting）
④問題解決（problem solving）
























　・ BBC Make it Digital プログラム：7 歳以上のすべての子供にマイクロビット（ポケット
サイズのコード化可能なコンピュータ）を提供し，子供の興味とデジタルクリエイティビ
ティを発達させる。














　“UK Digital Strategy” の“Digital skills and inclusion - giving everyone access to the digital 
skills they need”（デジタルスキルとインクルージョン―誰もが必要なデジタルスキルにアクセス
できるようにする）の項目において，「女性は，デジタル資格の取得（uptake of digital 
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qualifications）とデジタルにおける役割（digital roles）の両方で過小評価されている。」（21）と述べ
られている。STEM 職の「ハイテク分野で働く女性は 17％であり，コンピュータサイエンス A レ
ベルを受講する女子学生は 9.5％」（22）のみである。
　ケンブリッジにあるコンピュータの歴史博物館Centre for Computing Historyにおいて，“Where 
did all the women go”が 2017 年に開催され，筆者は訪問した。そこでは 19 世紀の女性最初のプ
ログラマーとして知られる Ada Lovelace から歴代の活躍した女性コンピュータ科学者達のコン
ピュータ技術史が紹介されていた。（23）




　英国ではSTEMスキルが不足しているという認識であるが，Computing and IT GCSES （General 
Certificate of Secondary Education）と Aレベル（Advance Level General Certification of 
Education）においてジェンダーのギャップは拡大傾向にある。例えば，「2017 年度の Computing 
and IT の GCSE 認定者は女性が 1.5%，男性が 3.7% と差があり，この格差は 2016 年よりも拡大し
ている。しかし，興味深いことに，女性のパフォーマンスは男性よりも優れている。コンピュータ
のスコアで A グレードを取っているのは女性が 25.4%, 男性が 19.6% であり，女性のほうが優秀で
ある」（24）という結果が出ている。
　ケンブリッジ大学の Computer Laboratory の元所長 Jean Bacon は，1985 年に Computer 
Laboratory において講義を任命された最初の女性であり，また“Where did all the women go”
















　・ ＃She Means Businessなど，女性起業家へのデジタル技能訓練を提供することを目指したパー
トナーシップ。













2030 年までの 17 の国際目標（ゴール）と 169 のターゲットからなるアジェンダである。2015 年 9
月の「国連持続可能な開発サミット」において採択され，2016 年 1 月 1 日に正式に発効された（25）。
　歴史的には，周知のように 1972 年にローマクラブが「成長の限界」を発表し，1992 年にリオデジャ
ネイロでの「地球サミット」のアジェンダ 21 における生物多様性条約，気候変動枠組み条約が採
択された（26）。2000 年 9 月に 21 世紀の貧困撲滅を目指し，より安全で豊かな世界づくりのための 8
つの目標と 21 のターゲットからなる「ミレニアム開発目標」（MDGs）が国連ミレニアムサミット
で採択された（27）。2002 年にはヨハネスブルクにおける持続可能な開発に関する「第 2 回地球サミッ
ト」が開催された。2012 年の「国連持続可能な開発会議」では，「持続可能な開発目標（SDGs）」
を 2015 年以降に制定することが確認され，2015 年の採択へと至った。表 2 に SDGs における 17
の目標を参考に示す。
表 2．持続可能な開発目標（SDGs）における 17 の目標（28）
目標 1．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる（End poverty in all its 
forms everywhere）
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目標 2．飢餓を終わらせ，食料安全保障及び栄養改善を実現し，持続可能な農業を促進
す る（End hunger, achieve food security and improved nutrition and promote sus-
tainable agriculture）
目標 3．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し，福祉を促進する（Ensure 
healthy lives and promote well-being for all at all ages）
目標 4．すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し，生涯学習の機会を
促 進 す る（Ensure inclusive and equitable quality education and promote lifelong 
learning opportunities for all）
目標 5．ジェンダー平等を達成し，すべての女性及び女児の能力強化を行う（Achieve 
gender equality and empower all women and girls）
目標 6．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する（Ensure 
availability and sustainable management of water and sanitation for all）
目標 7．すべての人々の，安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセ




sustained, inclusive and sustainable economic growth, full and productive employment 
and decent work for all）
目標 9．強靱（レジリエント）なインフラ構築，包摂的かつ持続可能な産業化の促進及
び イノベーションの推進を図る（Build resilient infrastructure, promote inclusive and 
sustainable industrialization and foster innovation）
目標 10．各国内及び各国間の不平等を是正する（Reduce inequality within and among 
countries）
目標 11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実
現する（Make cities and human settlements inclusive, safe, resilient and sustainable）
目標 12．持続可能な生産消費形態を確保する（Ensure sustainable consumption and 
production patterns）
目標 13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる（Take urgent 
action to combat climate change and its impacts）
目標 14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し，持続可能な形で利用する






（Protect, restore and promote sustainable use of terrestrial ecosystems, sustainably 




を構築する（Promote peaceful and inclusive societies for sustainable development, 
provide access to justice for all and build effective, accountable and inclusive 
institutions at all levels）
目標 17．持続可能な開発のための実施手段を強化し，グローバル・パートナーシップ
を 活 性 化 す る（Strengthen the means of implementation and revitalize the Global 











































































　「ICT の利用強化」では，目標 5 の「5.b 女性の能力強化促進のため，ICT をはじめとする実現
技術の活用を強化する」等。















になる。そのためにも ICT 利用の強化や平等な情報教育，ICT 教育が必要である。そして，持続
可能な情報社会を形成していく上でジェンダー平等の促進が必須であり，STEM 強化の為に女性
技術者への期待と需要が大きい。
　英国は DFID（Department for International Development）において“Digital Strategy 2018 
to 2020 : doing development in a digital world”（30）を打ち出している。その目的はデジタルテクノ
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講演論文集第 6 回』（国際 ICT 利用研究学会），2019.10
　（https://iiiar.org/iiars/doc/proceedings_society006_tentative.pdf　アクセス 2019.11.10）
⑵　Luciano Floridi, The 4th Revollution,Oxford University Press, 2014 pp. 48―49，邦訳ルチアーノ・
フロリディ『第 4 革命』（春樹良且・犬束敦史監訳，先端社会科学技術研究所訳），新曜社　2017，p.64
⑶　Christopher Coenen・Armin Grunwald, “Responsible research and innovation （RRI） in 
quantum technology”, Ethics and Information Technology, Springer, vol. 19（4）, 2017, p. 277
⑷　NQIT Annual Report 2019
　（https://nqit.ox.ac.uk/sites/www.nqit.ox.ac.uk/files/2019-07/NQIT%20Annual%20Report%202019.
pdf　アクセス 2019.11.13）
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⒁　Digital Inclusion Evidence Review 2018
　（https://www.ageuk.org.uk/globalassets/age-uk/documents/reports-and-publications/age_uk_
digital_inclusion_evidence_review_2018.pdf　アクセス 2019.11.10）
⒂　Next generation users - the internet in Britain 2011 Oxford Internet survey （Oxis） survey 
report 2011,（http://oxis.oii.ox.ac.uk/wp-content/uploads/sites/43/2014/11/oxis2011-report.pdf　
アクセス 2019.11.13）




⒄　Essential digital skills framework
　（https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/
file/738922/Essential_digital_skills_framework.pdf　アクセス 2019.11.10）
⒅　Guidance Essential digital skills framework
　（https://www.gov.uk/government/publications/essential-digital-skills-framework/essential-
digital-skills-framework　アクセス 2019.11.10）
⒆　GOV.UK: making public service delivery digital by default
　（https://www.gov.uk/government/news/launch-of-gov-uk-a-key-milestone-in-making-public-








23　Center for computing history のイベント“Where did all the women go”で紹介されていた，
コンピュータの歴史に貢献した偉大な女性のコンピュータ科学者，プログラマーは以下の通りであ
る。
　Ada,ccountess of Lovelace （1815―1852）, Grace Hopper （1906―1992）, Sister Mary Kenneth Keller 
（1913―1985）, Hedy Lamarr （1914―2000）, Beatrice Worsley （1921―1972）, Kathleen Booth （1922―）, 
Mary Coombs （1929―）, Dina ST.Johnston （1930―2007）, Dame Stephanie Shirley （1933―）, Karen 
Sparck Jones （1935―2007）, Margaret Hamilton （1936―）, Delia Derbyshire （1937―2001）, Adele 
Goldberg （1945―）, Radie Perlman （1951―）, Dame Wendy Hall （1952―）, Carol Shaw （1955―）, Dona 
Bailey （1956―）, Sophie Wilson （1957―）, Jessica Curry （1973―）
　しかし，紹介された 19 名以外にも多くの女性コンピュータ科学者達が活躍し，社会に貢献してき
たことは言うまでもない。
24　Computing history “Where did all the women go?”, Center for computing history
　（参考：http://www.computinghistory.org.uk/det/43850/Computing-History-Where-Did-All-the-
Women-Go-04-October-27-October-2017/　アクセス 2019.11.10）
25　国際連合広報センター（United Nation Information Center）
　（https ://www.unic .or . jp/act iv i t ies/economic_soc ia l_deve lopment/susta inab le_
development/2030agenda/）













　（https ://www.unic .or . jp/act iv i t ies/economic_soc ia l_deve lopment/susta inab le_
development/2030agenda/sdgs_logo/　アクセス 2019.11.10）
29　同上
　尚，SDGs の目標項目のターゲットに記載されている数字は「持続可能な開発のための 2030 アジェ
ンダ」の目標ターゲットの番号である。




31　UK facing ‘digital skills crisis’ warn MPs”, BBC News, 13 June 2016,
　（http://www.bbc.com/news/business-36510266　アクセス 2019.11.10）
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Possibility of Information Ethics:
Toward a Sustainable Information Society
Kiyoshi TAKEI
Abstract
　 Since 2009, the UK has actively promoted a digital society via their “Digital Britain” program. 
The 2017 UK Digital Strategy aimed at digital inclusion and the skills everyone needs to become 
involved.  In this paper, we confirm the issues of information ethics in the UK and examine is-
sues for a sustainable information society.  In particular, responsible research and quantum-com-
puter innovation has recently attracted interest.  The gender and digital divides are considered 
important problems, and the UK’s initiatives are examined.  We also examine the relation be-
tween issues for a sustainable information society and sustainable development goals.
Key words:  Responsible Research and Innovation, Quantum Computers, Gender Divide, Digital 
Divide, Digital Inclusion, Sustainable Information Society, Sustainable Development 
Goals
